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[委員会意見]

調査事件２ 議決した重要な計画の取り組み状況等について

（平成 25 年 7 月８日調査）

本調査は、議会基本条例第 11 条に基づき議決した重要な計画に対する町

の取り組み状況の確認と課題や問題点を把握し、当該計画の実行性を高める

方策等について調査したものであり、その調査結果の主な内容は次のとおり

である。

【調査の論点と意見】

１．組織機構と職員数について

町政推進の基盤である組織機構は、社会経済情勢の変化や町民ニーズを踏

まえ、簡素で効率的な体制づくりを基本に見直しを図り運営されている。現

在の組織機構は、平成 23 年 8 月に策定した「福島町組織機構再編計画書」に

基づき、平成 24 年 4 月より実施されている。また、職員定数にあっては「第

3 次定員管理適正化計画」に基づいた職員採用を行っている。しかし、この

二つの計画による現在の組織運営では、正職員の減少に伴う時間外対応の増

加や有給休暇消化率の低下が顕著化するなどの問題があり、組織機構の評価

と職員定数の検証が必要な状況となっている。

このようなことから、町では組織機構と職員定数の見直し等に向けた準備

を進めているところであり、本年度以降のベテラン職員の大量退職による執

務能力低下も念頭に入れながら、新人職員はもちろんのこと中間職員も含め

た能力開発に町長はリーダーシップを持って取り組むべきものと考える。

なお、本委員会としては組織機構等の見直しについて、引き続きその動向

を注視していくものであること。

２．福島町ふるさと応援基金について

ふるさと応援基金は、平成 18 年度に策定した「福島町自立プラン」に基づ

き創設されたものである。創設当初の活用方法の考え方は、町内に在住する

団体等が行う産業の充実や人材の育成、コミュニティ活動等に対する補助で

ある。現在までに活用された金額は 715 千円と決して多くないものとなって

いる。このような中で、町は昨年 3 月に「まちづくり推進会議」に活用方策

を諮問し、提言を受けた内容を基に事業実施に向けた庁内協議を進めている。

しかし、自立プラン策定当時と現在の財政状況は大きく変化していること

も踏まえながら、活用方法の考え方の精査や人材育成に特化した活用の検討

と併せて町の活用方針を明らかにすべきものと考える。
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３．プランの策定体制等について

本資料においても、類似する委員会の統合についての言及があり、当該プ

ランの策定に関しては、「まちづくり推進会議」と「総合計画審議会」が該

当することから、両委員会の意見も聴取した上で、効率的な策定体制の見直

しを検討すべきものと考える。また、総合計画及び行政改革大綱の計画期間

も平成 26 年度で終了することから、これら次期計画の策定体制等も整えてお

くべきものと考える。

【意見交換の結果】

調査資料中に記述されている各項目の取り組み状況等の内容は、当該プラ

ンの中間評価的な意味を持っていると理解している。各項目の内容は、平成

24 年度までの取り組み状況等が詳しく整理されており、理解しやすいものと

なっているものの、「検討」の表現が多くあり、当該プランに対する本員会

の評価としては「やや不満」との意見に集約されたところである。当該プラ

ンの計画期間は平成 26 年度までであり、計画目標の達成努力と次期プラン策

定に向けた精力的な取り組みを期待するものである。


